
平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

分　類 事　項　名 保健福祉部職員費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 5,247,000 ） （ 5,387,667 ） （ 5,387,667 ）

5,501,082 5,645,734 5,645,734

保健福祉部関係人件費

670人 → 673人

１．社会福祉総務職員費 1,208,674 → 1,208,674
154人 → 157人

２．障害者福祉施設職員費 182,742 → 182,742
28人 → 28人

３．児童福祉職員費 1,084,133 → 1,084,133
128人 → 129人

４．生活保護総務職員費 142,246 → 142,246
22人 → 22人

５．公衆衛生総務職員費 415,788 → 415,788
44人 → 44人

６．環境衛生総務職員費 300,628 → 300,628
38人 → 38人

７．保健所職員費 1,699,421 → 1,699,421
198人 → 196人

８．医薬総務職員費 612,102 → 612,102
58人 → 59人

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
人件費計 （ 5,247,000 ） （ 5,387,667 ） （ 5,387,667 ）

5,501,082 5,645,734 5,645,734

説　明

保健福祉部職員に係る給与費

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

   （　　　　）は一般財源
－　3　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 結核健康診断・医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 7,929 ） （ 9,685 ） （ 9,685 ）

22,680 25,885 25,885

１．定期健康診断費 2,480 → 2,480

私立学校等 → １９件
私立施設 → ５５件

２．結核患者医療療養費 5,056 → 5,056

３．結核入院患者医療療養費 18,229 → 18,229

４．公費負担事務費 120 → 120

分　類 事　項　名 精神保健措置費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 7,349 ） （ 8,755 ） （ 8,755 ）

27,988 33,438 33,438

精神保健福祉法に基づく精神障害のある人の医療及び保護等に要する経費

１．措置入院費 33,419 → 33,419

２．診療報酬支払事務費 19 → 19

説　明

感染症法に基づき、私立学校等が実施する定期健康診断に対する補助及
び結核医療費等に要する経費

学校又は施設の設置者に対する感染症法に基づく健康診断に要する
経費補助

18
52

結核患者に対する医療費の公費負担に要する経費

感染症法に基づく勧告（措置）入院医療費の公費負担に要する経費

結核医療に関するレセプトの審査及び支払事務に要する経費

説　明

精神障害のある人の医療及び保護等に要する経費

精神障害のある人の医療に関するレセプトの審査及び支払事務に要
する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 精神障害者自立支援給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 815,788 ） （ 869,309 ） （ 869,309 ）

1,607,511 1,714,882 1,714,882

障害者総合支援法に基づく精神障害のある人の医療に要する経費

１．通院医療費 1,691,146 → 1,691,146

２．診療報酬支払事務費 23,736 → 23,736

分　類 事　項　名 母子医療対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 36,247 ） （ 34,942 ） （ 34,942 ）

36,247 34,942 34,942

36,247 34,942

分　類 事　項　名 難病医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 1,907,235 ） （ 1,957,654 ） （ 1,957,654 ）

3,773,905 3,884,933 3,884,933

１．特定医療費 3,677,619 → 3,677,619

２．小児慢性特定疾病医療費 207,314 → 207,314

説　明

精神障害のある人の自立支援医療に要する経費

精神障害のある人の自立支援医療に関するレセプトの審査及び支払
事務に要する経費

説　明
母子保健法第２０条に基づく未熟児養育医療費の県負担分

説　明

指定難病に罹患した患者及び慢性疾病により長期に療養を要する児童への
医療費の助成を行う経費

難病の患者に対する医療等に関する法律に基づき、指定難病に係る
治療を受けた場合の医療費及びそれに係る審査支払手数料を負担す
る経費

児童福祉法に基づき、慢性疾病に係る治療を受けた場合の医療費及
びそれに係る審査支払手数料を負担する経費

   （　　　　）は一般財源
－　5　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 児童手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 4,981,116 ） （ 4,863,546 ） （ 4,863,546 ）

4,981,116 4,863,546 4,863,546

4,981,116 4,863,546

３歳未満
・被用者 １人当たり月額15,000円
・非被用者 １人当たり月額15,000円

３歳以上小学校修了前
・第１子・第２子 １人当たり月額10,000円
・第３子以降 １人当たり月額15,000円

中学生 １人当たり月額10,000円
所得制限以上の者(0歳から中学生)

１人当たり月額 5,000円

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 3,906,938 ） （ 4,818,853 ） （ 4,818,853 ）

3,906,938 4,818,853 4,818,853

１．施設型給付費 4,572,545 → 4,572,545

２．地域型保育給付費 246,308 → 246,308

説　明

児童手当法に基づき、市町村が児童手当を支給するために要する経費の県
負担分

説　明

子ども・子育て支援法に基づく、施設型給付及び地域型保育給付の県負担
分に要する経費

幼稚園、保育所及び認定こども園に対する運営費の県負担分

地域型保育事業に対する運営費の県負担分

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 児童保護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 1,981,737 ） （ 2,057,850 ） （ 2,057,850 ）

3,038,291 3,048,248 3,048,248

１．児童保護費 3,047,428 → 3,047,428

２．支払事務費 820 → 820

分　類 事　項　名 児童扶養手当費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 205,833 ） （ 212,906 ） （ 212,906 ）

308,749 319,358 319,358

308,749 319,358

支給額（月額）
全部支給 42,000円
一部支給 41,990円～9,910円
第２子加算  5,000円（８月分から上限10,000円）
第３子以降加算  3,000円（８月分から上限6,000円）

説　明

要保護児童の心身とも健全な育成を図るための保護措置及び契約による障
害児施設利用児童の障害児入所給付費等に要する経費

児童保護措置費の支弁や障害児入所給付等の給付に要する経費

児童保護措置等に関するレセプトの審査及び支払事務に要する経費

説　明

児童扶養手当法に基づき、実質的に父又は母のいない児童を監護している
母又は父等に支給される児童扶養手当の支給に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　7　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 特別障害者手当等給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 7,320 ） （ 7,082 ） （ 7,082 ）

29,280 28,326 28,326

１．特別障害者手当 21,722 → 21,722

月額： 26,620円

２．障害児福祉手当 6,256 → 6,256

月額： 14,480円

３．経過的福祉手当 348 → 348

月額： 14,480円

説　明

精神、知的又は身体に障害を有する者の福祉の向上を図るため、在宅の重
度障害のある人に対して特別障害者手当等を支給する経費

20歳以上であって、著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活に
おいて常時特別の介護を必要とする者に支給
20歳以上であって、著しく重度の障害の状態にあるため、日常生活に
おいて常時特別の介護を必要とする者に支給

重度の障害状態にあるため、日常生活において常時介護を必要とする
20歳未満の障害のある子どもに支給

昭和61年４月の改正国民年金法施行時、従来の福祉手当受給資格者
であって、特別障害者手当支給要件非該当者に支給（障害年金受給
者を除く）

   （　　　　）は一般財源
－　8　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 自立支援給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 8,218,660 ） （ 8,847,784 ） （ 8,847,784 ）

8,218,676 8,847,800 8,847,800

１．介護給付費 4,517,499 → 4,517,499

２．訓練等給付費 3,316,188 → 3,316,188

３．自立支援医療費 691,047 → 691,047

４．療養介護医療費 107,326 → 107,326

５．補装具給付費 89,779 → 89,779

６．地域相談支援給付費 4,395 → 4,395

７．計画相談支援給付費 121,566 → 121,566

説　明

障害のある人が、自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、必
要な福祉サービス等を給付するために要する経費の県負担分

日常生活を営む上で必要な介護サービスを受けた際の費用の全部又
は一部を支給
日常生活を営む上で必要な介護サービスを受けた際の費用の全部又
は一部を支給

身体障害のある人（子ども）の機能回復のために必要な医療に要する
費用の全部又は一部を支給

常時、医療と介護を要する者であって、病院その他の施設で提供され
る医療に係る費用の全部又は一部を支給

身体機能を補って、生活しやすくするために必要な用具の購入・修理
に係る費用の全部又は一部を支給

単身で地域生活を営む障害のある人等を対象に、２４時間の相談支援
を受けた際の費用等を支給

支給決定時のサービス等利用計画の作成や支給決定後のサービス等
利用計画の見直し費用を支給

身体機能の回復訓練や生活訓練、就労に必要な訓練・支援を受けた
際の費用の全部又は一部を支給

   （　　　　）は一般財源
－　9　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 生活保護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 403,463 ） （ 355,367 ） （ 355,367 ）

1,241,361 1,131,912 1,131,912

１．生活保護費 946,237 → 946,237

２．居住地不明分負担金等 185,675 → 185,675

分　類 事　項　名 生活困窮者自立支援費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 285 ） （ 411 ） （ 411 ）

1,140 1,643 1,643

1,140 1,643

説　明

生活に困窮する全ての国民に対し、その困窮の程度に応じ必要な保護を行
い、その最低限度の生活を保障し、その自立を助長するための経費

被保護者の生活を保障するための生活扶助費、医療扶助費等を支給
するための経費

居住地が明らかでない被保護者に対して市町村が支払った保護費等
の一部を負担するための経費、自活できない被保護者が保護施設に
入所した場合の費用を施設へ支給するための経費等

説　明

生活困窮者が離職等により住宅を失った又はそのおそれが高い場合に家賃
相当の住居確保給付金を支給するための経費

   （　　　　）は一般財源
－　10　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 後期高齢者医療費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 24,434,375 ） （ 24,656,566 ） （ 24,656,566 ）

24,434,375 24,656,566 24,656,566

１．療養給付費県負担金 19,783,686 → 19,783,686

２．基盤安定事業負担金 3,796,891 → 3,796,891
・低所得者支援

・被扶養者支援

３．高額医療費負担金 1,075,943 → 1,075,943

４．老人医療費公費負担制度県負担金 46 → 46

分　類 事　項　名 岡山県後期高齢者医療財政安定化基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 87,863 ） （ 95,939 ） （ 95,939 ）

267,410 291,622 291,622

267,410 291,622

説　明

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、岡山県後期高齢者医療広域
連合が行う医療給付、保険料軽減等に係る費用の県負担に要する経費

後期高齢者医療に係る保険給付に要する費用の公費負担分の県負担
金
後期高齢者医療に係る保険給付に要する費用の公費負担分の県負担
金

後期高齢者医療制度に加入することによって新たに保険料負担が生じ
ることとなる者への激変緩和を図るための保険料軽減に要する経費

高額な医療費の発生による広域連合の財政リスクの緩和を図るため、
高額な医療費のうち保険料で賄うべき部分の費用負担

老人保健法（現：高齢者の医療の確保に関する法律）に基づき、市町
村が行う医療給付事業に要する費用の県負担分

被保険者の保険料負担の緩和を図り、低所得者に対する保険料負担
の軽減を図るための経費

説　明

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期高齢者医療の財政の安
定化に資するため、県に設置した後期高齢者医療財政安定化基金への拠
出金及び運用利息の積立てに要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　11　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 介護給付費負担金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 24,380,036 ） （ 24,722,758 ） （ 24,722,758 ）

24,380,036 24,722,758 24,722,758

１．介護給付費負担金 23,750,473 → 23,750,473

２．地域支援事業県交付金 893,320 → 893,320

３．低所得者保険料軽減負担金 78,965 → 78,965

分　類 事　項　名 岡山県介護保険財政安定化基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

20,621 56,431 56,431

20,621 56,431

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）が行う介護給付及び地域支援事業
等に係る費用の県負担に要する経費

介護給付に要する費用の県負担金介護給付に要する費用の県負担金

低所得者（世帯非課税対象者）に係る第１号保険料の本人負担軽減に
要する費用の県負担金

高齢者が要介護状態等になることを予防するとともに、要介護状態等と
なった場合においても、可能な限り地域において自立した日常生活を
営むことができるよう、介護予防事業等を実施する市町村に対する交付
金

説　明

介護保険法に基づき、保険者（市町村）の介護保険の財政の安定化に資す
るため、県に設置した介護保険財政安定化基金への運用利息等の積立てに
要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　12　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 国民健康保険費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 16,740,205 ） （ 17,307,047 ） （ 17,307,047 ）

16,740,205 17,307,047 17,307,047

１．県財政調整交付金 9,416,935 → 9,416,935

２．保険基盤安定事業負担金 6,364,028 → 6,364,028
・保険料軽減分

・保険者支援分

３．高額医療費共同事業負担金 1,327,580 → 1,327,580

４．特定健康診査・保健指導負担金 198,504 → 198,504

分　類 事　項　名 岡山県国民健康保険財政安定化基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

0 550,603 550,603

0 550,603

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
（ 88,122,379 ） （ 90,826,454 ） （ 90,826,454 ）

93,036,529 96,338,793 96,338,793

市町村国民健康保険の財政リスクの緩和を図るため、国民健康保険団
体連合会が実施する高額医療費共同事業（再保険）に対する費用負
担

市町村国民健康保険の財政安定化を図るための保険給付費等の一部
負担

被保険者の保険料（税）軽減相当分の補填に要する費用負担

市町村国民健康保険が実施する特定健康診査・保健指導に要する費
用の一部負担

保険料（税）軽減の対象となった一般被保険者数に応じて平均保険料
（税）の一定割合を補填するための費用負担

社会保障
関係費計

説　明

国民健康保険法に基づき、保険者（市町村）が行う医療給付、保険料軽減等
に係る費用の県負担に要する経費

市町村国民健康保険の財政安定化を図るための保険給付費等の一部
負担

説　明

平成30年度から県が財政運営の責任主体になることに伴い、国民健康保険
財政の安定化に資するため、国民健康保険法に基づき設置する岡山県国民
健康保険財政安定化基金への積立てに要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　13　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 原爆被爆者対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 1,608 ） （ 1,223 ） （ 1,223 ）

738,582 689,029 689,029

１．検査費 17,044 → 17,044

２．手当金 671,985 → 671,985

分　類 事　項　名 災害救助基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,329 1,221 1,221

1,327 1,221
災害救助法の規定に基づき積み立てる災害救助基金への法定積立金

分　類 事　項　名 予防接種事故救済給付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 11,969 ） （ 12,450 ） （ 12,450 ）

36,290 37,715 37,715

１．予防接種事故対策費 37,350 → 37,350

２．予防接種後健康状況調査費 365 → 365

分　類 事　項　名 感染症予防費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 102 ） （ 102 ） （ 102 ）

399 399 399

感染症患者入院医療費 399 399

説　明

原爆被爆者に対する健康診断の実施に要する費用

原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給
に要する費用

説　明

説　明

予防接種により健康被害が発生した場合に市町村が給付する医療費等に対
する負担及び予防接種後健康状況調査の実施に要する経費

予防接種により被害を受けた者に対して市町村が給付する医療費、障
害年金等の経費補助
予防接種により被害を受けた者に対して市町村が給付する医療費、障
害年金等の経費補助

被接種者の接種後の副反応発生状況を調べるモニタリング調査に要
する経費

説　明
感染症入院患者の医療に関する費用を公費負担するための経費

   （　　　　）は一般財源
－　14　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 公害健康被害者救済対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

141,744 128,029 128,029

公害健康被害補償対策費 141,744 128,029

分　類 事　項　名 国庫支出金返納金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
義　務 （ 100,000 ） （ 91,072 ） （ 91,072 ）

100,000 660,000 660,000

100,000 660,000
国庫支出金の精算に伴う返納に要する経費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
（ 113,679 ） （ 104,847 ） （ 104,847 ）

1,018,344 1,516,393 1,516,393
義務的 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
経費 （ 93,483,058 ） （ 96,318,968 ） （ 96,318,968 ）

分類計 99,555,955 103,500,920 103,500,920

説　明 公害健康被害認定患者及びその遺族に対する障害補償費、療養費等の各種補
償給付に要する費用

説　明

その他計

   （　　　　）は一般財源
－　15　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館管理運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 340,695 ） （ 335,467 ） （ 335,467 ）

363,316 358,175 358,175

363,316 358,175

分　類 事　項　名 保健所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 86,732 ） （ 83,038 ） （ 83,038 ）

87,691 83,912 83,912

87,691 83,912
保健所の運営等に要する経費

分　類 事　項　名 地域福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 160,024 ） （ 166,017 ） （ 166,017 ）

160,224 166,217 166,217

160,224 166,217

分　類 事　項　名 援護・恩給業務推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,098 ） （ 3,550 ） （ 3,550 ）

3,113 3,565 3,565

3,113 3,565

説　明

総合福祉・ボランティア・ＮＰＯ会館、福祉相談センター及び聴覚障害者セン
ターの管理運営に要する経費

説　明 【一部重点
事業】

説　明
社会福祉法、民生委員法及び児童福祉法に基づき、民生委員、児童委員の
指導等を行うための経費

説　明 戦傷病者・戦没者遺族等の援護、旧軍人・軍属の恩給に係る業務に要する
経費

   （　　　　）は一般財源
－　16　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 地域福祉行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 65,256 ） （ 78,500 ） （ 78,500 ）

86,289 104,800 104,800

86,289 104,800
県民局健康福祉部等の業務運営に要する経費

分　類 事　項　名 社会福祉事業指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 19,949 ） （ 19,969 ） （ 19,969 ）

19,949 19,969 19,969

19,949 19,969
社会福祉事業全般の指導運営に要する経費

分　類 事　項　名 県立施設職員勤務改善費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 21,666 ） （ 21,725 ） （ 21,725 ）

21,666 21,725 21,725

21,666 21,725

分　類 事　項　名 保健事業管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,357 ） （ 9,311 ） （ 9,311 ）

10,357 9,311 9,311

10,357 9,311

説　明

説　明

説　明 県立社会福祉施設の宿日直及び夜勤時等の代替職員の確保に要する経費

説　明
保健福祉行政の円滑な推進及び保健衛生功労者表彰等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　17　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 救急医療体制整備運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 40,835 ） （ 42,484 ） （ 42,484 ）

54,800 58,800 58,800

54,800 58,800

分　類 事　項　名 災害救急医療対策運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,031 ） （ 4,031 ） （ 4,031 ）

4,031 4,031 4,031

4,031 4,031

分　類 事　項　名 衛生関係従事者試験免許登録費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 1,368 ） （ 1,368 ）

21,156 18,561 18,561
21,156 18,561

衛生関係従事者の資格試験の実施、免許の交付・登録に要する経費
受験者見込
・准看護師 100人
・クリーニング師 50人
・製菓衛生師 95人
・毒物劇物取扱者 500人
・登録販売者 2,500人
・ふぐ処理師 30人

分　類 事　項　名 医療行政運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,764 ） （ 23,365 ） （ 23,365 ）

16,523 26,373 26,373

16,523 26,373
医療施設の監視指導及び医療審議会等の運営に要する経費

説　明
医療機関の応需情報等を登録し、平常時の救急医療の確保、情報提供、医療
機関の連携と、災害時の医療救護の確保を図るための経費

説　明

災害時の情報収集、医療救護班の派遣等に資するため、災害拠点病院及び県
医師会との情報ネットワークの確立を図る経費及び自然災害等の急性期に災害
現場で救命活動を実施する災害派遣医療チームの活動支援等に要する経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　18　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 精神障害者相談業務費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,767 ） （ 22,170 ） （ 22,170 ）

24,767 22,170 22,170

24,767 22,170

分　類 事　項　名 母子衛生行政指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,179 ） （ 6,351 ） （ 6,351 ）

3,215 6,419 6,419

3,215 6,419
市町村における母子保健事業の推進を図るための行政指導等に要する経費

分　類 事　項　名 精神保健福祉センター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 12,135 ） （ 14,528 ） （ 14,528 ）

15,433 17,844 17,844

15,433 17,844
精神保健福祉センターの運営に要する経費

分　類 事　項　名 「健康の森」管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,319 ） （ 24,645 ） （ 24,645 ）

24,319 24,645 24,645

24,319 24,645
「健康の森」の施設管理及び利用促進に要する経費

説　明
岡山県地域移行促進センターで行う24時間電話相談及びホステル事業に要
する経費

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　19　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 健康推進業務運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 72,241 ） （ 88,073 ） （ 88,073 ）

104,333 126,688 126,688

104,333 126,688

分　類 事　項　名 食品衛生指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

30,773 32,121 32,121

30,773 32,121
食品衛生関係法令等に基づく営業者に対する監視指導等に要する経費

分　類 事　項　名 食品衛生試験検査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 30,342 ） （ 30,340 ） （ 30,340 ）

30,342 30,340 30,340

30,342 30,340
食品添加物、残留農薬、食中毒菌等の検査に要する経費

分　類 事　項　名 生活衛生営業等取締費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 763 ） （ 115 ） （ 115 ）

2,711 3,138 3,138

2,711 3,138

説　明

岡山県南部健康づくりセンターの管理運営等に要する経費

説　明

説　明 生活衛生関係営業施設の営業許可及び監視指導並びに有害物質を含む家
庭用品の試買検査等に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　20　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 と畜検査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,615 ） （ 11,281 ） （ 11,281 ）

14,328 15,527 15,527

14,328 15,527
食肉衛生検査所の管理運営等に要する経費

分　類 事　項　名 水道指導管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 336,444 ） （ 344,516 ） （ 344,516 ）

336,444 344,516 344,516

336,444 344,516

分　類 事　項　名 動物愛護管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 102,650 ） （ 102,300 ） （ 102,300 ）

116,564 117,680 117,680

116,564 117,680
動物愛護センターの管理運営等に要する経費

分　類 事　項　名 薬事関係取締費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,267 ） （ 1,533 ） （ 1,533 ）

5,683 7,053 7,053

5,683 7,053

説　明

説　明

薬事関係法令に基づく取締、許認可及び免許交付等を行うとともに、危険ド
ラッグの買上検査の実施に必要な体制整備に要する経費

説　明
水道施設の水質を確保するための指導取締・水質検査に要する経費及び岡
山県広域水道企業団に県が保有する調整水量に係る管理費等負担金
水道施設の水質を確保するための指導取締・水質検査に要する経費及び岡
山県広域水道企業団に県が保有する調整水量に係る管理費等負担金

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　21　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 難病対策推進運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 37,037 ） （ 35,516 ） （ 35,516 ）

41,085 38,099 38,099

41,085 38,099

分　類 事　項　名 児童相談所運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 31,760 ） （ 31,071 ） （ 31,071 ）

31,790 31,101 31,101

31,790 31,101
児童相談所の運営に要する経費

分　類 事　項　名 保育士試験登録費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

3,886 5,899 5,899

3,886 5,899
保育士資格の登録に要する経費

新規登録者見込　1,476件

分　類 事　項　名 県立児童福祉施設運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,099 ） （ 9,790 ） （ 9,790 ）

32,160 31,850 31,850

32,160 31,850
県立児童福祉施設の運営及び児童の処遇に要する経費

説　明

指定難病患者及び小児慢性疾病児童等に対する医療費支給に係る審議会
の開催等に要する経費

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　22　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 児童福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,076 ） （ 9,586 ） （ 9,586 ）

5,076 9,586 9,586

5,076 9,586
児童福祉関係全般の指導・運営に要する経費

分　類 事　項　名 ひとり親家庭福祉増進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,994 ） （ 10,291 ） （ 10,291 ）

8,994 10,291 10,291

8,994 10,291

分　類 事　項　名 女性相談所等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 13,933 ） （ 13,705 ） （ 13,705 ）

23,030 23,095 23,095

23,030 23,095
女性相談所の運営等に要する経費

分　類 事　項　名 視覚障害者福祉センター運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,819 ） （ 11,825 ） （ 11,825 ）

23,637 23,649 23,649

23,637 23,649

説　明 ひとり親家庭等の身上相談に応じ指導を行う母子・父子自立支援員の活動
等に要する経費

説　明

説　明

説　明
視覚障害者センターの管理運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　23　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 知的障害者福祉対策運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 911 ） （ 911 ） （ 911 ）

911 911 911

911 911

分　類 事　項　名 障害者福祉施設等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 69,316 ） （ 69,546 ） （ 69,546 ）

76,041 76,041 76,041

76,041 76,041
県立障害者福祉施設の管理運営に要する経費

分　類 事　項　名 障害者福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 8,307 ） （ 9,584 ） （ 9,584 ）

8,307 10,033 10,033

8,307 10,033

分　類 事　項　名 生活保護システム等運営費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,472 ） （ 3,100 ） （ 3,100 ）

3,472 3,100 3,100

3,472 3,100
生活保護システム等の運営に要する経費

分　類 事　項　名 生活困窮者自立支援推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,758 ） （ 5,574 ） （ 5,574 ）

23,030 22,296 22,296

23,030 22,296
生活困窮者自立相談支援を行うために要する経費

療育手帳の発行・交付に要する経費

説　明

説　明
障害者関係法令に基づく障害者福祉の推進及び指導等に要する経費

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　24　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 高齢者保健福祉対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 28,442 ） （ 27,185 ） （ 27,185 ）

28,475 27,218 27,218

28,475 27,218
各種高齢者施策の推進に要する経費

分　類 事　項　名 国民健康保険運営指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,529 ） （ 8,393 ） （ 8,393 ）

4,529 8,393 8,393

4,529 8,393

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
運営費計 （ 1,624,582 ） （ 1,680,754 ） （ 1,680,754 ）

1,872,450 1,945,142 1,945,142

説　明

説　明
国民健康保険の保険者の業務運営指導等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　25　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 社会福祉事業助成費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 71,903 ） （ 71,903 ） （ 71,903 ）

131,114 124,114 124,114

１．社会福祉協議会育成費補助金 10,692 → 10,692

２．福祉サービス苦情解決事業費 7,298 → 7,298

３．日常生活自立支援事業費 61,124 → 61,124

４．社会福祉協議会育成強化費 27,000 → 27,000

５．地域生活定着促進事業費 18,000 → 18,000

説　明

地域福祉活動の振興を図るための専門職員である福祉活動指導員の設
置に要する経費に対する補助

福祉サービスに関する利用者からの苦情を適切に解決するため、岡山県
社会福祉協議会が設置する中立の第三者機関である「運営適正化委員
会」において、苦情解決の相談、助言、調査又は斡旋を行う経費に対する
補助

認知症高齢者、知的障害のある人、精神障害のある人等のうち判断能力
が不十分な方が地域において自立した生活が送れるよう、利用者との契約
に基づき、福祉サービスの利用援助等を行うための経費に対する補助

県内の社会福祉事業の能率的運営と組織活動を促進し、福祉サービス利
用者の利益の保護及び地域福祉の増進を図る岡山県社会福祉協議会に
対する負担金

高齢であり又は障害を有するため、矯正施設退所後に自立した生活を営
むことが困難な方に対し、保護観察所と協働して、退所後直ちに福祉サー
ビス等を利用できるよう支援を行う「岡山県地域生活定着支援センター」を
設置・運営する経費

   （　　　　）は一般財源
－　26　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 福祉人材確保等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 20,272 ） （ 19,701 ） （ 19,701 ）

52,197 66,206 66,206

１．福祉人材センター運営事業費 23,709 → 23,709

２．介護福祉士等修学資金貸付事業費 77 → 77

３．外国人介護福祉士候補者受入施設 42,420 → 42,420
学習支援事業費

分　類 事　項　名 社会福祉施設等指導事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,066 ） （ 2,024 ） （ 2,024 ）

2,066 2,024 2,024

１．社会福祉施設等指導監査充実強化事業費 631 → 631

２．福祉サービス第三者評価事業費 691 → 691

３．福祉事務所現任訓練事業費 702 → 702

説　明

質の高い人材の福祉職場への就業と就業した人材の定着を図るため、岡
山県社会福祉協議会に設置した福祉人材センターにおいて無料職業紹
介、広報、啓発等を行う経費

県内の社会福祉士又は介護福祉士の確保を図るため、介護福祉士等の
養成施設の在学者で、卒業後指定業務に従事しようとする者に対して貸し
付ける修学資金の管理に要する経費

経済連携協定に基づく外国人介護福祉士候補者の就労上必要な日本語
能力向上や資格取得のための研修の実施に必要な経費に対する補助

社会福祉施設に対する指導監督や、福祉事務所等において社会福祉行
政に従事する職員の資質向上等に要する経費

説　明

社会福祉法人・施設の指導監査に従事する職員に対し、指導監査に必要
な情報等に関する研修を実施するための経費

事業者の提供するサービスを専門的かつ客観的な立場から評価する第三
者評価機関を設置し、その評価結果を公表するための経費

   （　　　　）は一般財源
－　27　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 災害救助対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,873 ） （ 2,841 ） （ 2,841 ）

2,873 2,841 2,841

１．災害救助対策費 366 → 366

２．福祉避難所設置促進事業費 2,475 → 2,475

分　類 事　項　名 民間福祉施設等振興対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 7,613 ） （ 5,859 ） （ 5,859 ）

7,613 5,859 5,859

7,613 5,859
民間社会福祉施設整備資金利子補給金

補助対象：11法人（13施設）

分　類 事　項　名 地域健康づくりシステム強化事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,652 ） （ 3,697 ） （ 3,697 ）

4,032 4,138 4,138

地域健康づくりシステム強化事業費 4,032 4,138

説　明

自然災害の被災者に対する見舞金・弔慰金の給付等に要する経費

市町村が実施する福祉避難所の設置に必要な設備整備等に要する経費
補助

説　明

民間社会福祉施設の整備・振興を図るため、社会福祉法人等が（独）福祉
医療機構から施設整備のために借り入れた資金の利子補給に要する経費

説　明

保健所が地域における保健福祉活動の拠点として新しい地域ニーズに対
応できるよう機能を強化するために要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 健康危機管理体制整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,049 ） （ 1,028 ） （ 1,028 ）

1,049 1,028 1,028

 健康危機管理体制整備事業費 1,049 → 1,028

分　類 事　項　名 原爆被爆者対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 23,003 ） （ 24,659 ） （ 24,659 ）

52,813 55,801 55,801

１．被爆二世健康診断調査事業費 2,475 → 2,475

２．手当金（事務費） 5,139 → 5,139

３．慰霊事業費 300 → 300

４．相談事業費等 1,569 → 1,569

５．福祉事業費 46,318 → 46,318

（参考）原爆被爆者実態調査費 250 → 0

説　明
岡山県健康危機管理対策要綱に基づき、健康危機事案発生時の組織体
制を維持することに要する経費

説　明

原爆被爆者二世に対する健康診断の実施に要する費用

原爆被爆者に対する医療特別手当、健康管理手当等の各種手当の支給
事務に要する費用

原爆死没者を慰霊し永遠の平和を祈念するため、被爆者団体等が行う慰
霊式典に対する補助

原爆被爆者に対して、適切な助言指導を行うとともに、定期健康診断の奨
励等を行うための経費

介護保険制度による特別養護老人ホーム等への入所、訪問介護、通所介
護等を利用する原爆被爆者の利用者負担を軽減するための費用

被爆者の生活、健康等の現状等を把握するため１０年ごとに行う被爆者実
態調査に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 民間福祉施設職員等特別対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 444,059 ） （ 450,059 ） （ 450,059 ）

444,059 450,059 450,059

社会福祉施設職員退職手当共済事業給付費 444,059 450,059

分　類 事　項　名 岡山県福祉基金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 260 ） （ 254 ） （ 254 ）

4,317 4,605 4,605

岡山県福祉基金事業費 4,317 4,605

分　類 事　項　名 岡山県社会福祉施設整備基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,736 1,501 1,501

岡山県社会福祉施設整備基金積立金 1,736 1,501

分　類 事　項　名 戦傷病者・遺族等援護費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 374 ） （ 361 ） （ 361 ）

25,800 26,640 26,640

戦傷病者・遺族等援護費 25,800 26,640

説　明 社会福祉法人が経営する社会福祉施設等の職員の退職手当を支給する
ため、（独）福祉医療機構が実施する退職手当共済事業の経費に対する
補助

説　明 岡山県福祉基金への寄附金や運用利息の積立て

説　明
岡山県社会福祉施設整備基金への運用利息の積立て

説　明 旧軍人軍属等の恩給進達、戦没者叙勲、戦傷病者等の援護、引揚者特
別交付金の事務処理、中国帰国孤児等の定着自立促進、戦傷病者戦没
者遺族等の援護及び特別給付金等支給の事務処理に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　30　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 戦争犠牲者等援護対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 14,722 ） （ 14,230 ） （ 14,230 ）

14,722 14,230 14,230

戦争犠牲者等援護対策費 14,722 14,230

分　類 事　項　名 岡山県福祉事業団育成強化費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,114 ） （ 4,904 ） （ 4,904 ）

9,114 4,904 4,904

岡山県総合福祉会館管理助成費 9,114 4,904

分　類 事　項　名 保健所設置市委譲事務等交付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 57,871 ） （ 59,213 ） （ 59,213 ）

57,871 59,213 59,213

保健所設置市委譲事務等交付金 57,871 → 59,213

分　類 事　項　名 保健所政令市助成対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 109,502 ） （ 103,969 ） （ 103,969 ）

109,502 103,969 103,969

保健所建設費補助金 109,502 103,969

説　明
戦争犠牲者等の福祉増進を図るために要する経費

説　明 岡山県総合福祉会館の管理運営に要する経費

説　明
岡山市及び倉敷市の保健所政令市移行に際して、新たに整備した岡山市
中央保健所及び倉敷市保健所の建設費の一部に対する助成

説　明
岡山市及び倉敷市の保健所政令市移行に伴って委譲する事務に係る交
付金

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 地域保健医療体制推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 2,166 ） （ 3,856 ） （ 3,856 ）

5,943 4,596 4,596

１．地域保健医療体制推進事業費 1,099 → 1,099

２．医療費適正化進行管理事業費 517 → 517

３．死因究明等推進事業費 1,480 → 1,480

４．医療連携体制整備事業費 1,500 → 1,500

分　類 事　項　名 へき地医療支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,633 ） （ 24,500 ） （ 24,500 ）

63,450 75,098 75,098

１．へき地医療支援機構運営費 8,546 → 8,546

２．へき地医療拠点病院運営費 40,454 → 40,454

３．へき地診療所設備整備費 22,288 → 22,288

４．へき地診療所運営費 3,810 → 3,810

説　明

第２次岡山県がん対策推進計画の進行管理等を行うため、岡山県がん対
策推進協議会の開催等に要する経費

第２期岡山県医療費適正化計画の評価及び進行管理等を行うため、岡山
県医療費適正化推進協議会の開催等に要する経費

死因究明等の実情把握を行うために、岡山県死因究明等推進協議会の
開催等に要する経費

市町村が設置・運営するへき地診療所において運営上生じた赤字額の一
部に対する補助

脳卒中及び急性心筋梗塞に係る医療連携を推進するため、医療連携体
制検討会議の開催等に要する経費

説　明

全県一元的にへき地医療に係る事業の企画・調整等を行い、円滑かつ効
率的に実施する「へき地医療支援機構」の運営に要する経費

無医地区等を対象とした巡回診療及びへき地診療所等への医師派遣を
行う「へき地医療拠点病院」に対する運営費補助

市町村が設置・運営するへき地診療所の医療機器整備に対する補助

   （　　　　）は一般財源
－　32　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 医師確保・医療体制整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 49,664 ） （ 50,468 ） （ 50,468 ）

277,055 234,391 234,391

１．地域における医療対策協議会 970 → 970

２．医学部地域枠医師養成緊急確保事業費 48,346 → 48,346

奨学金：１人当たり２４０万円（年額）

３．周産期医療対策推進事業費 177,019 → 177,019

４．歯科医療安全管理体制推進特別事業費 716 → 716

５．専門医認定支援事業費 7,340 → 7,340

（参考）地域医療支援センター運営事業 42,024 → 0

（１年生５人、２年生５人、３年生５人、４年生１人、５年生１人、６年生３
人）

地域医療提供体制を支える総合診療専門医の養成プログラムを策定する
医療機関を支援する経費

説　明

地域医療を担う医師の確保対策、産科・小児科医療の連携体制の確保等
の検討を行う協議会の運営に要する経費

医師不足が深刻な地域で地域医療を担う医師を確保するため、大学医学
部に確保した地域枠定員の学生に奨学金を貸し付ける経費

出産前後の母体及び胎児、新生児の一貫した管理を行う総合（地域）周産
期母子医療センターの運営費に対する補助等

安全で安心な質の高い歯科医療提供体制を整備するため、歯科医療機
関従事者等の医療安全に関する知識と技術の向上を図る研修等の実施
に要する経費

地域医療に従事する医師のキャリア形成の支援、医師不足病院への医師
の派遣調整等を行う地域医療支援センターの運営に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　33　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 地域医療再生事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

1,180,363 145,874 145,874

１．岡山県地域医療再生臨時 344 → 344
特例基金積立金

２．第２次地域医療再生基金事業費 145,530 → 145,530

（参考）地域医療再生基金事業費 148,367 → 0

（参考）第３次地域医療再生基金事業費 457,050 → 0

分　類 事　項　名 へき地医療対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 136,884 ） （ 136,878 ） （ 136,878 ）

136,884 136,878 136,878

１．済生丸運営費補助金 5,500 → 5,500

２．自治医科大学分担金 131,378 → 131,378

県北の二次医療圏単位での医療課題を解決するための施策を定めた「地
域医療再生計画」に基づき実施する事業に要する経費

へき地勤務医師を養成することを目的として全都道府県が共同で設置した
自治医科大学の運営に要する分担金

説　明

岡山県地域医療再生臨時特例基金への運用利息の積立て

三次医療圏における医療提供体制の課題を解決するための施策を定
めた「第２次地域医療再生計画」に基づき実施する事業に要する経費

「地域医療再生計画」及び「第２次地域医療再生計画」策定以降に生じ
た状況変化に対応するための施策を定めた「第３次地域医療再生計
画」に基づき実施する事業に要する経費

説　明

瀬戸内海離島住民の医療の確保、向上を図るため、（福）恩賜財団済生会
が運航する瀬戸内海巡回診療船「済生丸」に対する運営費補助

   （　　　　）は一般財源
－　34　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 医療施設等施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,900 ） （ 0 ） （ 0 ）

821,726 1,309,978 1,309,978

１．医療施設近代化施設整備事業費 481,842 → 481,842

２．医療施設耐震化臨時特例基金積立金 228 → 228

３．医療施設耐震化臨時特例事業費 158,864 → 158,864

補助対象：１病院

４．医療施設防火設備整備事業費 649,592 → 649,592

５．地域災害拠点病院施設整備事業費 19,452 → 19,452

（参考）がん診療施設設備整備事業 28,636 → 0

（参考）ＨＬＡ検査センター設備整備事業 4,676 → 0

（参考）医学的リハビリテーション 1,339 → 0
施設設備整備事業

（参考）医療施設耐震化促進事業 9,800 → 0

（参考）共同利用施設設備整備事業 4,338 → 0

岡山県医療施設耐震化臨時特例基金への運用利息等の積立て

説　明

医療施設の環境改善を図るために必要な施設整備に対する補助

設置が義務づけられていない有床診療所、病院及び有床助産所が行う防
火設備の整備に対する補助

未耐震の災害拠点病院、救命救急センター、二次救急医療機関等の耐震
化を促進するため、医療施設の耐震補強、耐震化のための新築建替え、
増改築に対する補助

災害拠点病院に対する施設の整備に対する補助

腎臓移植に伴う組織適合検査等に必要な検査機器の整備に対する補助

公的医療機関に対して医学的リハビリテーションを行う上で必要な医療機
器の整備に対する補助

医療機関の耐震診断実施に対する補助

公的医療施設が行う共同利用を目的とした機器等の整備に対する補助

がん診断・治療に使用する臨床検査機器等の設備整備に対する補助

   （　　　　）は一般財源
－　35　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 看護師等確保・養成事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

365 2,673 2,673

１．看護職員就業相談員派遣面接 365 → 365
相談モデル事業費

２．第八次看護職員需給見通し策定事業費 2,308 → 2,308

分　類 事　項　名 看護師等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 29,512 ） （ 33,080 ） （ 33,080 ）

55,982 53,874 53,874

１．管理指導費 1,388 → 1,388

２．看護師等就労促進事業費 13,583 → 13,583

３．看護学生奨学資金貸付金 34,428 → 34,428

４．奨学金貸与運営指導費 611 → 611

５．ナースキャリアアップ推進事業費 1,819 → 1,819

６．看護師等確保・定着事業費 2,045 → 2,045

（参考）院内保育事業運営費補助金 2,836 → 0

補助対象：４施設

看護職員の資質向上のための各種研修等の実施に要する経費

看護職員の人材確保のため中高生へ看護業務や看護職員になるための
教育制度等についてのＰＲ活動に要する経費

説　明

看護職員の計画的・安定的な確保を図るため、需給見通しの策定に必要
な経費

説　明

看護師等養成所への実地指導、看護師等養成所連絡会議の開催等に要
する経費

看護学生の県内就職を促進するため、看護師等養成所の在学生に対して
奨学資金を貸し付ける経費
奨学資金：国公立32,000円、私立36,000円、准看護師21,000円（月額）

看護職員の人材確保及び在宅医療の推進を図るため、未就業の看護職
員に対する就業促進、看護業務のＰＲ、訪問看護従事者の資質向上等の
事業の実施に要する経費

看護師の再就業支援のため、就労支援相談員がハローワークと協働して
求職者の就労相談や求人医療機関との調整を行うことに要する経費

乳幼児を持つ看護職員の離職防止や潜在看護職員の再就業を促進する
ため、病院等が設置する保育施設に対する運営費補助

奨学資金の貸与・返還を管理し、適正な債権管理を行うことに要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　36　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 岡山がんフロンティア事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 47,706 ） （ 38,225 ） （ 38,225 ）

76,711 66,508 66,508

１．がん医療水準の均てん化促進事業費 48,880 → 48,880

２．生活習慣病検診等管理指導協議会 109 → 109

３．生活習慣病登録・評価事業費 9,833 → 9,833

４．緩和ケア推進事業費 2,540 → 2,540

５．がん患者及び家族の生活の質（ＱＯＬ） 5,146 → 5,146
維持向上支援事業費

説　明

県民がどこに住んでいても質が高く、安心して療養ができるよう、がん診療
連携拠点病院等の機能充実と医療連携体制の構築に要する経費補助

今後の生活習慣病対策の推進について協議する協議会の運営に要する
経費

医療機関の届出に基づく登録を行い、がんの罹患、治療状況、検診の受
診状況、生存率に関する動向等の把握と解析評価等を行うための経費

【一部重点
事業】

がんと診断された時から入院、在宅医療において、適切な緩和ケアを提供
する体制整備を図るため、全てのがん診療に携わる医師を対象とした緩和
ケア研修に要する経費

療養生活における相談・助言を行う専門家を患者会に派遣するとともに、
ネットワーク会議の開催や効果的な緩和ケアを広く普及するための施策立
案に向けた調査、がん患者支援ピアサポーター支援事業に要する経費

がんと診断された時から入院、在宅医療において、適切な緩和ケアを提供
する体制整備を図るため、全てのがん診療に携わる医師を対象とした緩和
ケア研修に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　37　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 地域医療介護総合確保事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 903,215 ） （ 1,233,011 ） （ 884,693 ）

5,542,166 7,835,001 6,792,179

【重点事業】 １．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 1,385,781 → 1,385,781

【重点事業】 ２．平成26年度計画事業費（医療分） 105,699 → 105,699

【重点事業】 ３．平成27年度計画事業費（医療分） 264,120 → 264,120

【重点事業】 ４．平成28年度計画事業費（医療分） 1,373,021 → 1,373,021

【重点事業】 ５．岡山県地域医療介護総合確保基金積立金 2,316,089 → 1,273,267

【重点事業】 ６．平成27年度計画事業費（介護分） 75,178 → 75,178

【重点事業】 ７．平成28年度計画事業費（介護分） 2,315,113 → 2,315,113

説　明

岡山県医療介護総合確保基金への交付金及び運用利息の積立て

平成２６年度の岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

平成２７年度の岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

平成２８年度の岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

平成２８年度の岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

岡山県医療介護総合確保基金への交付金及び運用利息の積立て
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（介護分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（医療分）

平成２７年度の岡山県計画に基づき実施する事業に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　38　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 救急医療体制整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 205,647 ） （ 213,719 ） （ 213,719 ）

416,887 431,611 431,611

１．救命救急センター運営事業費 174,808 → 174,808

２．ドクターヘリ導入促進事業費 251,703 → 251,703

３．救急患者受入実態調査事業費 368 → 368

４．救急医療従事者資質向上事業費 357 → 357

５．二次医療圏域救急医療体制推進事業費 1,947 → 1,947

６．おかやまＤＭＡＴ事業費 2,428 → 2,428

（参考）小児救急医療実態調査事業 311 → 0
小児救急の実態調査に要する経費

岡山救急医療研究会と共同で開催する研修会等に要する経費

説　明

重篤救急患者の医療を確保するため、高度な診療機能を有し24時間体制
で患者を受け入れる救命救急センターに対する運営費補助

救命率の向上及び広域患者の搬送を図るため、救急患者に早期に治療
を開始し、医療機関へ迅速に搬送するドクターヘリの運営費補助

厚生労働省の委託を受け、医療機関に対して行う救急患者の受入実態調
査に要する経費

災害時救急医療に従事するＤＭＡＴに係る協議会開催、研修実施・訓練
参加等に要する経費

二次医療圏ごとに設置する救急医療体制推進協議会等への事業委託に
要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　39　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 医事指導管理費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,875 ） （ 5,049 ） （ 5,049 ）

4,875 5,049 5,049

１．医療功労者表彰式等 681 → 681

２．医療安全相談事業費 4,368 → 4,368

分　類 事　項　名 厚生統計調査費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,178 ） （ 1,093 ） （ 1,093 ）

6,740 11,386 11,386

厚生統計調査費 8,901 11,386

説　明

医療従事者の表彰等に要する経費

患者・家族が安心して医療の提供を受けることができるよう、具体的で専門
性の高い医療相談に対応する「医療安全支援センター」を設置・運営する
ための経費

説　明 厚生労働省の委託を受けて行う各種統計調査の実施に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 精神保健福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 26,753 ） （ 17,975 ） （ 17,975 ）

389,336 53,032 53,032

１．精神保健福祉センター事業費 16,922 → 16,922

２．法施行事務費 19,437 → 19,437

３．精神保健福祉審議会等経費等 3,081 → 3,081

４．精神保健相談指導費 4,022 → 4,022

５．災害派遣精神医療チーム体制整備事業費 376 → 376

６．難治性精神疾患地域連携体制整備事業費 2,100 → 2,100

７．依存症治療拠点機関設置運営事業費 3,200 → 3,200

８．てんかん地域診療連携体制整備事業費 1,134 → 1,134

９．アルコール健康障害対策事業費 2,760 → 2,760

（参考）精神保健福祉センター移転整備費 335,243 → 0

説　明

精神保健福祉相談、こころの電話相談及び地域精神保健福祉活動を行う
保健所・市町村等に対する相談指導、技術援助等に要する経費

精神保健福祉法等に基づく精神医療審査会の開催、指定病院等指導監
査、精神障害者保健福祉手帳交付等の事務に要する経費

精神保健福祉審議会や措置診察に要する経費等

保健所で行う精神保健相談等の実施に要する経費

災害時における専門的な心のケアに関する対応が円滑に行われる体制強
化を図るための経費

難治性患者の地域移行を支援するため、治療抵抗性統合失調症治療薬
等の専門治療が行えるよう関係医療機関のネットワークを構築するための
経費

依存症治療拠点機関を指定し、地域における依存症の治療・回復支援体
制の構築を図るための経費

てんかん患者が地域で専門医療を受けられるよう、医療連携協議会の開
催や地域診療連携コーディネーターの設置に要する経費

危険飲酒者の早期発見、早期介入等を行い、依存症予防対策を推進する
ための経費

岡山県精神保健福祉センターの移転整備に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 精神科救急医療システム整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 19,047 ） （ 17,033 ） （ 17,033 ）

33,464 33,837 33,837

１．精神科救急常時対応型医療施設及び 10,137 → 10,137
精神科救急情報センター事業費

２．精神科病院群輪番体制整備費 23,528 → 23,528

３．連絡調整委員会運営事業費等 172 → 172

分　類 事　項　名 健康増進事業補助金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 32,199 ） （ 31,558 ） （ 31,558 ）

71,731 70,302 70,302

健康増進事業補助金 73,953 70,302

分　類 事　項　名 口腔衛生対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,693 ） （ 5,636 ） （ 5,636 ）

10,407 8,970 8,970

１．地域歯科保健対策事業費 1,515 → 1,515

２．子どもの歯の健康づくり支援事業費 1,448 → 1,448

３．8020健康長寿社会づくり推進事業費 822 → 822

４．フッ化物洗口モデル事業費 5,044 → 5,044

５．歯科疾患実態調査費 141 → 141

説　明

休日・夜間に緊急な対応を要する精神障害のある人に対する相談、指導、
診療に必要な情報の提供及び医療機関との連絡調整を行うための経費

緊急な対応を要する精神障害のある人に対し、病院群輪番体制で休日・
夜間の診療体制を確保し、入院に対応するための空床確保に要する経費

精神科救急医療システム整備事業の円滑かつ適正な運営等に要する経
費

説　明
市町村が行う健康手帳作成、健康教育、健康相談、健康診査、機能訓
練、訪問指導、総合的保健推進事業等の健康増進事業に対する補助

説　明

生涯を通じた歯科保健対策を総合的に推進するため、市町村歯科保健広
域指導システムの構築、歯科技術職員研修等に要する経費

子どもの歯の健康づくり推進のため、保育園・児童福祉施設等に歯科衛生
士等を派遣し、歯みがき指導等を行うための経費

生涯にわたって口腔機能を確保し、高齢者が生きがいを持った生活を送る
ことができる「8020健康長寿社会」を推進する事業に要する経費

学齢期のむし歯有病率を低下させるため、保育園、幼稚園及び小学校を
対象に集団フッ化物洗口を実施するモデル事業に要する経費

歯科保健状況を把握し、今後の歯科保健医療対策の推進に必要な基礎
資料を得るために要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 健康生活習慣普及促進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 33,739 ） （ 22,838 ） （ 22,838 ）

38,348 28,246 28,246

１．行政栄養士育成事業費等 2,389 → 2,389

２．糖尿病予防戦略事業費 711 → 711

３．第２次健康おかやま21推進事業費 3,464 → 3,464

４．食育ネクストステージプロジェクト等 2,444 → 2,444

５．給食施設指導強化事業費等 2,686 → 2,686

６．乳がん・子宮頸がん検診受診促進事業費等 1,290 → 1,290

７．岡山禁煙サポート事業費 6,021 → 6,021

８．健康・栄養調査費 1,964 → 1,964

調査対象：約２３，７５０世帯、約６１，０００人

９．生活習慣病等対策推進事業費 1,305 → 1,305

１０．健康寿命延伸セカンドショット事業費 5,972 → 5,972

説　明

行政栄養士、栄養委員の資質向上を図る研修会等の開催に要する経費

糖尿病等の生活習慣病を予防するため、市町村等の保健指導担当者等
のスキルアップ、地域住民への適切な生活習慣の普及定着に要する経費

県民の健康づくりの指針となる「第２次健康おかやま２１」を推進するため、
健康づくりの環境整備を図る各種事業に要する経費

「岡山県食の安全・食育推進計画」に基づき食育に係る施策を総合的に推
進する経費等

給食施設の管理者・栄養士等に対する研修、給食施設の巡回指導・立入
検査、栄養士養成施設の指導等に要する経費

乳がん・子宮頸がんを予防するため、働き盛り世代を対象としたがん検診
受診、がん予防の生活習慣の定着の促進を図る経費等

健康でいきいきと生活できる期間を延伸するための心身の健康づくりにつ
ながる事業に要する経費

国民の健康の増進の総合的な推進を図るための基礎資料「国民健康・栄
養調査」を行うための経費

糖尿病等の疾病別の医療連携体制を構築するとともに、市町村、保健所
職員に対する研修会を開催するための経費

保険者によるデータヘルス計画の作成等の支援や県民が食生活、運動、
社会参加に仲間と楽しく取り組むためのプログラムの活用等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 保健所結核関係費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 9,967 ） （ 9,883 ） （ 9,883 ）

18,148 13,361 13,361

１．患者発生対応費 10,241 → 10,241

２．管理費 1,934 → 1,934

３．結核対策促進事業費 382 → 382

４．地域連携推進事業費 804 → 804

分　類 事　項　名 感染症予防事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 31,886 ） （ 47,836 ） （ 47,836 ）

52,359 89,458 89,458

１．感染症予防事業費等 5,603 → 5,603

２．感染症指定医療機関運営費 21,100 → 21,100

３．感染症発生動向調査事業費等 9,099 → 9,099

４．岡山県予防接種センター運営事業費 1,852 → 1,852

【重点事業】 ５．風しん抗体検査助成事業費 11,108 → 11,108

６．交流グローバル化対応事業費 7,652 → 7,652

【重点事業】 ７．感染症患者等移送ネットワーク強化事業費 33,044 → 33,044

説　明

結核患者の医療の適否や公費負担申請に関する事項を審議する感染症
診査協議会（結核部会）の運営に要する経費及び患者の接触者を対象に
行う接触者健診に要する経費

病状調査、管理検診の実施等に要する経費

感染症患者に対する良質かつ適切な医療の提供を図るため、感染症指定
医療機関の運営に対する補助に要する経費

感染症に対する監視体制を充実し、流行の実態を早期・的確に把握する
ことにより感染症のまん延を防止するため、県内の医療機関からの届出情
報の受理・集計、検体の分析・検査に要する経費等

感染症を防ぐために有効な予防接種を安心して接種できる体制整備を行
うため、予防接種に関する情報提供や医療相談を行う「予防接種セン
ター」の運営に要する経費

地域住民等に対する結核予防の知識の普及啓発、関係機関への研修会
の開催等に要する経費

ＤＯＴＳ事業の推進、結核診療連携拠点病院研修、結核対策連携会議の
開催に要する経費

交流のグローバル化に伴って、感染症媒介蚊の防除（環境快適化）等を進
める経費

説　明

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」に基づく
防疫活動等に要する経費等

妊娠を希望する女性等を対象に、先天性風しん症候群予防のための抗体
検査費用を助成する経費

重大な感染症が県内で発生した場合に、保健所、感染症指定医療機関、
消防機関が連携協力し、迅速かつ的確に患者を移送する体制の整備に
要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 肝炎対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 185,802 ） （ 187,916 ） （ 187,916 ）

363,651 369,234 369,234

１．肝炎対策事業費 12,162 → 12,162

２．肝炎医療費助成事業費 343,130 → 343,130

３．肝炎陽性者フォローアップ事業費 13,942 → 13,942

分　類 事　項　名 新型インフルエンザ等対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 17,615 ） （ 13,225 ） （ 13,225 ）

30,475 21,844 21,844

１．実施体制整備事業費 2,204 → 2,204

２．医療体制整備事業費 15,046 → 15,046

３．サーベイランス・情報提供体制整備事業費 4,490 → 4,490

４．特定接種体制整備事業費 104 → 104

肝炎ウイルス陽性者に検査費用の助成等により受診勧奨を行い、肝炎患
者等の重症化予防を図る経費

説　明

今後の肝炎対策を充実強化するため、かかりつけ医と専門医の連携、肝
炎患者の早期発見・適切な治療の推進を図るための地域肝炎対策サポー
ター養成研修会の開催、正しい知識の普及啓発等に要する経費

インターフェロン及び核酸アナログ製剤治療に対する医療費助成、慢性肝
炎の早期発見・早期治療に向けた肝炎ウイルス検査の促進等に要する経

説　明

感染症対策委員会、関係機関従事者を対象とした研修・訓練等の開催
経費

新型インフルエンザ等発生時の外来・入院患者を診療する医療機関が
行う設備等の整備に対する助成及び県内の医療体制整備のための会
議開催経費等

新型インフルエンザ等発生時の疫学調査に使用する消毒薬等の備
蓄、確定診断等に使用する検査試薬等の整備、発生時対策等の県民
等への情報提供に要する経費

先行的予防接種対象となる登録事業者の登録に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 エイズ等特定感染症対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,485 ） （ 5,915 ） （ 5,915 ）

9,050 9,402 9,402

１．知識普及・受検勧奨促進事業費 819 → 819

２．検査相談環境整備事業費 6,002 → 6,002

３．医療提供体制等推進事業費 2,475 → 2,475

４．性感染症専門部会費 106 → 106

分　類 事　項　名 高齢者医療確保法等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 52,608 ） （ 51,551 ） （ 51,551 ）

52,608 51,551 51,551

１．後期高齢者保健推進事業費 40,046 → 40,046

２．特定健康診査・保健指導補助金 11,505 → 11,505

説　明

エイズや性感染症に関する正しい知識の普及啓発及びＨＩＶ検査の受検
勧奨を図るため、啓発講座の実施及び資材作製等に要する経費

保健所における性感染症・ＨＩＶ検査の実施、相談、職員の技能向上に係
る研修及びエイズ治療拠点病院等におけるＨＩＶ検査の実施に要する経費

エイズ医療提供体制等の充実を図るため、推進協議会設置、医療従事者
等に対する各種研修、医療体制整備等に要する経費

エイズ等の性感染症予防及び医療体制等に関することについて調査、審
議を行うための専門部会開催に要する経費

説　明

後期高齢者の健康の保持・増進に資するため、後期高齢者医療広域連合
が行う後期高齢者に対する健診等の保健事業の支援に要する経費

国保組合が行う特定健康診査・保健指導、市町村国保及び国保組合が行
う特定健康診査の実施促進に対する補助に要する経費

【一部重点
事業】

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 認知症高齢者対策推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,701 ） （ 7,944 ） （ 7,944 ）

7,388 15,440 15,440

【重点事業】 １．認知症疾患医療センター事業費 10,776 → 10,776

【重点事業】 ２．若年性認知症施策総合推進事業費 4,664 → 4,664

分　類 事　項　名 地域生活支援事業費（精神）

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,129 ） （ 3,291 ） （ 3,291 ）

6,257 6,580 6,580

１．高次脳機能障害支援普及事業費 5,246 → 5,246

２．家族支援事業費 397 → 397

３．心の健康づくり事業費 937 → 937

精神障害のある人を身近なところで支える家族会の強化を図るための経費

専門医療相談及び医療連携の推進、地域包括支援センターへの技術援
助等を行う認知症疾患医療センターの設置・運営に要する経費

若年性認知症の人に対し、医療・介護・福祉・就労等総合的な支援を実施
できる体制の構築に要する経費

説　明

交通事故等により脳を損傷し、記憶障害、遂行機能障害などの後遺症を
有する高次脳機能障害のある人等に対し、専門的な相談支援を行うととも
に、地域生活の支援等を提供する体制を整備するための経費

説　明

広く県民に心の健康づくりの重要性の認識と精神障害のある人に対する正
しい知識を普及するための県民講座、セミナー及び交流会を開催する経
費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 心の健康支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 15,298 ） （ 25,855 ） （ 25,855 ）

55,942 53,593 53,593

１．ひきこもり予防支援事業費 3,940 → 3,940

２．自殺予防対策事業費 4,874 → 4,874

３．地域移行支援事業費 4,901 → 4,901

４．地域自殺対策緊急強化基金積立金 17 → 17

【重点事業】 ５．地域自殺対策強化事業費 20,437 → 20,437

【重点事業】 ６．精神科在宅支援（アウトリーチ）事業費 19,424 → 19,424

説　明

ひきこもり状態にある人への支援等を実施するため、本人・家族の専門相
談窓口の設置、出前座談会の開催、家庭と社会の中間的な居場所の提
供、ひきこもりサポーターの派遣等の事業を行う経費

自殺予防対策の協議を行う連絡協議会の開催、かかりつけ医等を対象とし
たうつ病等に係る研修、地域における自殺予防対策の拠点となる「自殺予
防情報センター」の設置・運営に要する経費

精神障害のある人の退院の促進や地域での生活を継続できる体制の整備
に要する経費

岡山県地域自殺対策緊急強化基金への運用利息の積立て

地域の実情を踏まえた自殺予防対策を強化するための事業の実施に要す
る経費

精神障害者等で、日常生活上の危機が生じ地域生活の維持・継続が困難
になった者を支援するために多職種アウトリーチチームを設置し、包括的
な支援の実施に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 母子保健対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 51,136 ） （ 70,469 ） （ 70,469 ）

102,310 140,935 140,935

１．不妊治療対策事業費 133,203 → 133,203

２．ＨＴＬＶ－１母子感染対策事業費 87 → 87

３．おかやま妊娠・出産サポートセンター事業費 2,609 → 2,609

４．子どもの心の診療ネットワーク事業費 5,036 → 5,036

（参考）未熟児養育医療対策事業費 200 → 0

説　明

【一部重点
事業】 不妊症のため子どもを持つことができない夫婦に対し、不妊に関する相談

や不妊治療に対する助成を行うための経費等

成人Ｔ細胞白血病等の原因ウイルスとされるHTLV-1に係る母子感染対策
協議会の運営経費

妊娠・出産等に悩む者の相談に応じ、必要な助言や情報提供を行うため
の経費

子どもの心の問題、発達障害及び被虐待児のケアなどに対応するため、
拠点病院を中核として支援体制の構築を図るための経費

旧母子保健法に基づく未熟児医療について、月遅れ請求があった際に医
療費の支払いを行うための経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 母子保健事業推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 45,128 ） （ 47,967 ） （ 47,967 ）

45,128 47,967 47,967

１．先天性代謝異常等検査事業費 32,436 → 32,436

２．新生児聴覚検査事業費 134 → 134

３．母子保健評価事業費 292 → 292

４．子どもの健やか発達支援事業費 4,310 → 4,310

５．地域ではぐくむ思春期の 1,310 → 1,310
心とからだの健康支援事業費

６．愛育委員会育成費 4,875 → 4,875

【重点事業】 ７．未来のパパ＆ママを育てる出前講座等事業費 1,606 → 1,606

【重点事業】 ８．産後ママあんしんケア事業費 3,004 → 3,004

（参考）母子保健指導アカデミー事業 1,051 → 0

説　明

先天性代謝異常を早期に発見するため、生後4～6日の新生児を対象に、
血液によるマス・スクリーニング検査を実施する経費

市町村が行う新生児聴覚検査の検査精度の維持向上、早期発見された聴
覚障害のある子どもに対する早期療育体系の整備・充実を図るための経
費

中高生等の若い世代へ妊孕性をはじめ妊娠、出産に関する正しい知識を
普及するための出前講座等を実施する経費

妊娠から出産・子育てまで切れ目ない支援を行うため市町村が実施する産
後ケア事業への補助に要する経費

有効かつ適切な地域母子保健医療対策を図るため、県及び市町村にお
ける母子保健事業に係る情報の収集・分析・検討を行う経費

発達障害のある子どもの早期発見・療育の環境を整備するため、母子保健
の二次機能を担う保健所における相談体制と地域ケアシステムの整備を
図る経費

発達障害のある子どもの早期発見・療育の環境を整備するため、母子保健
の二次機能を担う保健所における相談体制と地域ケアシステムの整備を
図る経費

市町村保健師等が高い専門性を習得することを目指した母子保健研修に
要する経費

岡山県愛育委員連合会が地域で健康づくり活動を行う事業に要する経費
補助

思春期の子どもたちの心とからだの健康の支援に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 小児医療対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 602,719 ） （ 607,458 ） （ 607,458 ）

602,719 607,458 607,458

小児医療対策費 602,719 607,458

分　類 事　項　名 ハンセン病問題対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,766 ） （ 5,639 ） （ 5,639 ）

6,421 6,291 6,291

１．普及啓発事業費 3,633 → 3,633

２．委員会設置事業費 209 → 209

３．社会復帰等支援事業費 2,449 → 2,449

分　類 事　項　名 岡山県精神科医療センター運営負担金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 705,757 ） （ 718,969 ） （ 718,969 ）

716,380 718,969 718,969

岡山県精神科医療センター運営負担金 682,903 718,969

説　明 小児の健康増進を図るため、小児医療費公費負担制度を設ける市町村に
対して、患者負担分を除く自己負担額を補助基本額として市町村に補助
する経費

説　明

ハンセン病問題に対する正しい知識の普及啓発、県民、地域との交流によ
る療養所入所者の社会復帰促進、見舞金等の支給に要する経費

ハンセン病問題に対する偏見・差別解消のための啓発事業、療養所入所
者の社会復帰等を支援するための対策を協議する協議会の開催経費

療養所入所者の社会復帰を支援するための医療費・住宅費・介護費の助
成、療養所訪問交流による療養所全体としての社会復帰の推進等に要す
る経費

説　明 地方独立行政法人岡山県精神科医療センターに対する負担金

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 食の安全・安心推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 24,242 ） （ 22,887 ） （ 22,887 ）

24,242 22,887 22,887

１．岡山県食の安全・食育推進 317 → 317
協議会運営事業費

２．食の安全・安心普及啓発事業費 1,916 → 1,916

３．食品検査強化事業費 5,654 → 5,654

４．食鳥検査促進事業費 15,000 → 15,000

分　類 事　項　名 生活衛生営業指導費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 11,564 ） （ 11,565 ） （ 11,565 ）

21,627 21,627 21,627

生活衛生営業指導センター事業費 21,627 21,627

分　類 事　項　名 公衆浴場対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 4,913 ） （ 3,609 ） （ 3,609 ）

4,913 3,609 3,609

１．設備改善補助金 1,209 → 1,209

２．経営安定補助金 2,400 → 2,400

補助対象：８施設

説　明

岡山県食の安全・食育推進協議会の開催に要する経費

県民の食への不安・不信感を払拭するためのリスクコミュニケーションの推
進に要する経費

遺伝子組換え食品、アレルギー物質、乳幼児用おもちゃ等の検査に要す
る経費

指定検査機関が行う食鳥検査の円滑な実施に要する経費

説　明 生活衛生関係営業の振興及び経営合理化等を推進するために実施する
企業診断、経営相談、経営講習会等に要する経費補助

説　明

市町村が行う公衆浴場の設備改善等の補助事業に対する補助

市町村が行う公衆浴場の運営費補助事業に対する補助

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 水道施設整備指導監督費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 354 ） （ 354 ） （ 354 ）

708 708 708

水道施設整備指導監督費 768 708

分　類 事　項　名 広域水道整備促進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 629,102 ） （ 603,408 ） （ 603,408 ）

629,102 893,456 893,456

岡山県広域水道企業団出資等 643,773 893,456

分　類 事　項　名 覚醒剤等薬物乱用対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,992 ） （ 1,972 ） （ 1,972 ）

3,818 3,798 3,798

１．覚醒剤等薬物乱用防止推進事業費 880 → 880

２．覚醒剤等薬物乱用防止指導員 820 → 820
地区協議会運営事業費

３．麻薬中毒者措置費 126 → 126

４．危険ドラッグも「ダメ。ゼッタイ。」 1,972 → 1,972

説　明 水道施設整備に係る国庫補助事業等について、適正な執行がなされるよ
う市町村等を指導監督するために要する経費

説　明
岡山県広域水道企業団の経営基盤の強化・資本費負担の軽減を図るた
めの出資等及び市町村等の水道施設の耐震化等への支援に要する経費

説　明

覚醒剤等薬物乱用防止指導員研修会の開催、啓発用ポスターの募集・制
作、保健所における覚醒剤等薬物相談窓口の開設等に要する経費

覚醒剤等薬物乱用防止指導員地区協議会の運営等に要する経費

麻薬中毒者に対する措置入院、鑑定の実施及び麻薬中毒審査会の運営
に要する経費

「岡山県危険な薬物から県民の命とくらしを守る条例」の施行に際し、審査
機関である「岡山県薬事審議会」を開催する経費等

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 母子医療対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,921 ） （ 3,882 ） （ 3,882 ）

7,842 7,762 7,762

１．結核児童療育対策費 126 → 126

２．小児慢性特定疾病児童等自立支援事業費 7,636 → 7,636

分　類 事　項　名 特定疾患・難病対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 27,973 ） （ 27,594 ） （ 27,594 ）

75,922 75,108 75,108

１．難病治療研究事業費 30,512 → 30,512

２．先天性血液凝固因子障害等 7,963 → 7,963
治療研究事業費

３．難病特別対策推進事業費 32,972 → 32,972

４．在宅人工呼吸器使用患者支援事業 3,661 → 3,661

説　明

長期間の入院治療を要する結核児童に対し、医療費の自己負担分の全
部又は一部を公費負担し、学習及び療養生活に必要な物品を支給する経
費

各種支援策の計画や関係機関との連絡調整等を行う小児慢性特定疾病
児童等自立支援員を配置し、小児慢性特定疾病児童等の健康の保持増
進及び自立の促進を図る経費

説　明

原因が不明で治療方法が確立していない難病のうち、国が定める４疾患に
罹患している患者に対して医療費の公費負担を行う費用

先天性血液凝固因子欠乏症等に罹患している患者に対して医療費の公
費負担を行う費用
先天性血液凝固因子欠乏症等に罹患している患者に対して医療費の公
費負担を行う費用

難病患者の療養生活の質の向上を図るため、各種相談、訪問指導、重症
患者の入院施設の確保等に要する経費

筋萎縮性側索硬化症等の重症難病患者のうち、特に人工呼吸器を装着
する患者の在宅療養に必要な訪問看護費の公費負担に要する費用

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 血液事業普及費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,870 ） （ 1,831 ） （ 1,831 ）

1,870 1,831 1,831

血液事業普及費 1,870 1,831

分　類 事　項　名 臓器移植等推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 7,243 ） （ 7,186 ） （ 10,920 ）

7,243 7,186 10,920

１．臓器移植コーディネーター設置事業費 6,515 → 6,515

２．骨髄移植推進事業費 198 → 198

３．臓器移植推進連絡協議会運営費 473 → 473

【重点事業】 ４．骨髄・末梢血幹細胞移植ドナー支援事業費 0 → 3,734

説　明
県民の献血意識を高めるため、献血組織の育成、「愛の血液助け合い運
動」月間中の各種事業、岡山県献血推進協議会の運営等に要する経費

説　明

県民や医療関係者等に対し、移植医療の必要性、臓器提供の現状・意義
等について一層の理解を深めるとともに、臓器移植の円滑な実施を図るた
めに設置する臓器移植コーディネーターに要する経費

ドナー登録を促進するとともに、骨髄移植に関する正しい知識の普及啓発
を行うために要する経費

岡山県臓器移植推進連絡協議会、いのちのリレーを考える講演会の開催
等に要する経費

市町村が骨髄等の提供を行った者及びその者が従事する事業所に対し
助成する制度への補助に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　55　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 公害健康被害者救済対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,752 ） （ 1,627 ） （ 1,627 ）

3,565 3,311 3,311

公害健康被害補償給付支給事務費等 3,928 3,311

分　類 事　項　名 薬事関係事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

7,864 7,869 7,869

１．薬事関係調査費 2,939 → 2,939

２．救急医薬品需給費 435 → 435

３．薬局・薬剤師を活用した健康情報 4,495 → 4,495
拠点推進事業費

説　明
公害健康被害認定審査会、公害診療報酬審査委員会の開催及びインフ
ルエンザ予防接種費用助成等の保健福祉事業に要する経費

説　明

国からの委託事業として実施する医薬品等生産動態調査、医薬品検定検
査及び後発医薬品の安心使用を促進するための事業に要する経費

緊急治療用医薬品の備蓄、供給に要する経費

薬局・薬剤師を活用した健康情報の拠点づくりを推進するための事業に要
する経費

   （　　　　）は一般財源
－　56　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 児童健全育成対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 18,797 ） （ 17,041 ） （ 17,041 ）

18,901 17,041 17,041

１．家庭児童相談室運営費 10,302 → 10,302

２．地域児童館支援事業費 100 → 100

３．子育て大学・地域ふれあい事業費 1,430 → 1,430

４．母親クラブ活動促進費 5,064 → 5,064

対象クラブ数：124クラブ

５．児童環境づくり基盤整備事業費 145 → 145

（参考）おかやま地域子育て支援拠点 1,129 → 0
エンパワメント事業費

産・学・民・官の協働による子育て支援ネットワークの強化・拡大を図るた
め、大学内子育て支援拠点（おかやま子育てカレッジ）の特色ある地域貢
献活動、カレッジ間のネットワーク構築に要する経費

児童の健全な育成を図るため、母親など地域住民の積極的な参加による
地域活動の促進に要する経費

児童委員及び主任児童委員に対する研修等に要する経費

児童相談所に設置している家庭児童相談室の運営に要する経費

児童厚生施設従事者のスキルアップを図るための講習の実施に要する経
費補助

「おかやま地域子育て支援拠点」が、子育てネットワークの中核として地域
の子育て力を向上させていくために、従事者の質的向上や支援内容の充
実、地域資源との連携の強化等を目的とした研修を開催するための経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　57　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 子どもを健やかに生み育てる活動推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 27,369 ） （ 47,017 ） （ 47,017 ）

27,369 80,767 80,767

１．子育て夢づくり応援キャンペーン事業費等 2,247 → 2,247

２．子どもがいきいき環境づくり事業費 1,180 → 1,180

【重点事業】 ３．出会いのための環境づくり推進事業費 2,798 → 2,798

４．地域少子化対策重点推進事業費 33,750 → 33,750

５．はたらくパパたちの育児参画支援事業費 19,924 → 19,924

【重点事業】 ６．おかやま出会い・結婚サポート 18,812 → 18,812
センター事業費

【重点事業】 ７．岡山県イクボス推進事業費 2,056 → 2,056

（参考）子育て同盟事業 901 → 0

広域的な出会いのイベント開催等に要する経費

説　明

岡山県子育て夢づくり応援キャンペーン「おぎゃっと21」の開催に要する経
費補助等

ももっこカード普及啓発事業、「おかやま子育て応援宣言企業」登録・支援
事業の実施に要する経費

おかやま出会い・結婚サポートセンターの運営に要する経費

子育て支援に積極的に取り組む県知事が結成した子育て同盟によるサミッ
トや共同調査等の実施に要する経費

企業による子育て支援を推進するため、イクボスの掘り起こしの実施に要
する経費

市町村が地域少子化対策重点推進交付金により実施する事業に対する
補助

おかやま子育て応援宣言企業のうち、育児休業や孫育て休暇を制度化
し、従業員に取得させた事業主に対し、奨励金を支給するための経費

   （　　　　）は一般財源
－　58　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 安心こども基金事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

784,691 757 691,552

１．安心こども基金積立金 757 → 829

２．安心こども基金事業費 0 → 690,723

分　類 事　項　名 児童福祉施設事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 7,691 ） （ 11,680 ） （ 11,680 ）

19,588 27,760 27,760

１．成徳学校 341 → 341

２．児童自立支援事業費 6,282 → 6,282

【重点事業】 ３．基幹的職員研修事業費 214 → 214

４．児童家庭支援センター運営事業費 12,829 → 12,829

【重点事業】 ５．児童養護施設等対応機能強化事業費 94 → 94

【重点事業】 ６．ファミリーホーム開設支援事業費 8,000 → 8,000

地域の児童、家庭の福祉向上を図るため、児童・家庭・地域住民等からの
相談に対して必要な助言や、保護を要する児童又は保護者に対する指導
を行う児童家庭支援センターの運営費補助

説　明
岡山県安心こども基金への運用利息の積立て

市町村、事業者等が実施する保育サービス等の充実に要する経費等

説　明

入所児童の処遇改善を図るため、社会復帰の促進に向けた取組、心身機
能の低下防止等を行う経費

被虐待児童の処遇向上や自立支援を図るため、県立児童福祉施設に家
庭支援専門相談員、被虐待児個別対応職員、心理療法担当職員を配置
する経費

被虐待児童等への支援の質を確保するため、児童養護施設等における支
援体制の確保と人材育成を目的とした基幹的職員を養成するための研修
を行う経費

社会的養護が必要な児童を家庭的で安定した人間関係のもとで養育する
ため、ファミリーホームを新設する場合の経費補助

児童養護施設等の職員に対し、発達障害等のある子どもの具体的支援方
法に関する研修を行う経費

   （　　　　）は一般財源
－　59　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 児童相談所事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 25,511 ） （ 28,778 ） （ 28,778 ）

42,968 47,345 47,345

【重点事業】 １．一時保護所費 541 → 541

【重点事業】 ２．子ども家庭電話相談事業費 6,050 → 6,050

【重点事業】 ３．児童虐待防止対策推進事業費 9,865 → 9,865

【重点事業】 ４．一時保護所体制強化事業費 2,594 → 2,594

【重点事業】 ５．児童虐待防止対策支援事業費 18,882 → 18,882

【重点事業】 ６．ひきこもり等児童福祉対策事業費 405 → 405

【重点事業】 ７．里親支援機関事業費 7,341 → 7,341

【重点事業】 ８．子育て家庭サポート強化事業費 1,667 → 1,667

里親制度を普及するための研修会や里親委託推進員の雇い上げに要す
る経費

説　明

家庭・地域における児童養育機能を支援するため、児童を養育する家庭
等に対し、電話による相談事業を実施する経費

児童虐待の調査等を行う児童虐待対応協力員の配置や要保護児童対策
地域協議会等の開催、子ども虐待防止条例推進フォーラム（仮称）の開催
等に要する経費

ひきこもり等の児童に対し、宿泊通所指導やメンタルフレンドを派遣する経
費

一時保護所に入所する児童の保護に要する経費

一時保護所の心理判定員を配置する経費

休日・夜間の相談対応を行うための休日・夜間対応相談員及び一時保護
所の一時保護対応協力員などの配置等に要する経費

市町村へ精神科医等の専門家を派遣し、児童虐待対応力強化の向上等
に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　60　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 ひとり親家庭等福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 136,879 ） （ 139,904 ） （ 139,904 ）

150,029 157,290 157,290

１．母子寡婦福祉活動研修費 245 → 245

２．母子金庫資金貸付金 2,000 → 2,000

３．ひとり親家庭等医療費公費負担金 127,513 → 127,513

４．母子父子寡婦福祉資金貸付金 4,037 → 4,037
特別会計繰出金

５．ひとり親家庭自立支援事業費 9,653 → 9,653

６．ひとり親家庭学習支援ボランティア事業費 7,910 → 7,910

【重点事業】 ７．ひとり親家庭の子どもの生活・ 5,932 → 5,932
学習支援事業費

説　明

母子・寡婦家庭の福祉対策の推進を図るため、（一財）岡山県母子寡婦福
祉連合会が行う母子・寡婦福祉研修事業に対する経費補助

母子家庭及び寡婦等の生活安定に資するため、（一財）岡山県母子寡婦
福祉連合会が行う岡山県母子金庫資金貸付事業の原資を貸し付ける経
費

希望するひとり親家庭に大学生等のボランティアを派遣し、児童等の学習
の充実を図るための経費

親の就労等により居場所のない、ひとり親家庭の子どもに対する学習支援
や食事の提供を行う居場所づくりへの補助を行うための経費

母子父子寡婦福祉資金貸付金特別会計に対する繰出金

希望するひとり親家庭に大学生等のボランティアを派遣し、児童等の学習
の充実を図るための経費

ひとり親家庭等の福祉の増進を図るため、市町村が行うひとり親家庭等医
療費給付事業に対して補助する経費

ひとり親家庭を総合的に支援するため、就業支援・相談等を行う「ひとり親
家庭支援センター」の設置、疾病等で一時的に必要な介護・保育等の
サービスの提供や自立を促進する給付金の支給等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　61　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 子ども・子育て支援新制度等事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,824,590 ） （ 2,317,928 ） （ 2,317,928 ）

1,827,719 2,327,131 2,327,131

【重点事業】 １．地域子ども・子育て支援事業費 1,780,802 → 1,780,802

【重点事業】 ２．放課後・子育て支援員研修費 13,126 → 13,126

【重点事業】 ３．学童地域支援事業費 2,892 → 2,892

小規模児童クラブ： 4クラブ、単県障害児受入推進費：1クラブ

【重点事業】 ４．放課後児童クラブ障害児受入 11,377 → 11,377
サポート事業費

対象クラブ：31クラブ

【重点事業】 ５．のびのび保育推進事業費 385 → 385

対象保育所数：４箇所

【重点事業】 ６．働くおとうさん・おかあさん応援事業費 1,440 → 1,440

【重点事業】 ７．発達障害児支援保育士研修費等 1,076 → 1,076

【重点事業】 ８．被災した子どもの健康・生活対策等 2,883 → 2,883
総合支援事業費

【重点事業】 ９．保育体制強化等事業費 11,908 → 11,908

【重点事業】 １０．放課後児童クラブ学習支援事業費 18,901 → 18,901

【重点事業】 １１．放課後児童クラブ整備費 182,341 → 182,341

【重点事業】 １２．第３子以降保育料無償化事業費 300,000 → 300,000

（参考）すくすく保育支援事業 1,750 → 0

保育所の体制を強化する経費の一部を補助する経費

説　明

市町村が子ども・子育て支援事業計画に従って実施する事業の一部を補助す
る経費

放課後児童クラブの支援員等に対し、研修を実施する経費

日曜、祝日等における保育需要に対応するため、休日等に保育を行う保育所
に対する経費補助

常時2人以上の放課後児童指導員を配置し、3人以上の障害のある子どもを受
け入れている放課後児童クラブについて、障害児専任指導員の配置に対する
経費補助

国庫補助の基準に満たない小規模な放課後児童クラブの運営費の一部を補
助する経費

病児・病後児保育を実施する病院等に対し、利用料の一部を助成する経費

病児・病後児保育を実施する病院・保育所等に対する経費補助

放課後児童クラブの整備費の一部を補助する経費

放課後児童クラブへ宿題サポーターを配置する経費の一部を補助する経費

国制度を超えて保育料の無償化又は軽減の拡大に取り組む市町村に対し、
必要な経費の一部を補助する経費

発達障害児などに対応している保育士等を対象にした、発達障害の理解と適
切な支援を行うための研修に係る経費等

東日本大震災で被災した子どもの保育料の減免相当額を市町村に補助する
経費

   （　　　　）は一般財源
－　62　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 女性相談所事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,256 ） （ 1,238 ） （ 1,238 ）

2,345 2,303 2,303

女性相談所事業費 2,345 2,303

分　類 事　項　名 入所施設児童福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 7,571 ） （ 7,573 ） （ 7,573 ）

7,817 7,813 7,813

入所施設児童等福祉対策費 7,817 7,813
児童福祉施設の入所児童の健全な育成及び福祉の充実向上を図るため
に必要な生活訓練、高校入学支度金等に要する経費

説　明

女性相談所の機能強化を図るために必要な事業に要する経費

説　明

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 地域生活支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 318,200 ） （ 322,359 ） （ 322,359 ）

382,190 389,896 389,896

１．専門的相談支援事業費 45,365 → 45,365

２．サービス提供者等育成事業費 16,637 → 16,637

３．重度障害者在宅就労促進特別事業費 3,441 → 3,441

４．生活訓練等事業費 4,882 → 4,882

５．情報支援等事業費 11,302 → 11,302

６．障害者ＩＴ総合推進事業費 4,932 → 4,932

７．社会参加促進事業費 29,379 → 29,379

８．市町村地域生活支援事業費 273,958 → 273,958

（参考）特別支援事業 84 → 0

障害のある人等の生活の質の向上を図るため、日常生活上において必要
な訓練・指導等を行う経費

障害により日常生活上必要な情報の入手等が困難な方に対して必要な支
援を行うための経費

説　明

在宅の重度障害のある人に対し、情報機器やインターネットの活用に係る
指導訓練を行うとともに、情報機器を用いた在宅就労を支援するための経
費

在宅の重度障害のある人に対し、情報機器やインターネットの活用に係る
指導訓練を行うとともに、情報機器を用いた在宅就労を支援するための経
費

障害のある人（子ども）が自立した日常・社会生活を営むことができるよう、
地域特性や利用者の状況に応じた事業を実施する市町村に対する経費
補助

ＩＴに関する基礎技能の習得機会が少ない障害のある人等を対象として、
講習会の開催等により、情報化に向けた生活訓練等を行うための経費

【一部重点
事業】

視覚障害のある人に係る移動支援事業従事者の資質向上を図るための支
援等を行う経費

障害により日常生活上必要な情報の入手等が困難な方に対して必要な支
援を行うための経費

障害のある人の社会参加を促進するため、スポーツ・芸術活動等の各種事
業を行う経費

就業や日常生活、社会生活上の支援を行う「障害者就業・生活支援セン
ター」、発達障害のある人（子ども）に対して相談・助言等総合的な支援を
行う「発達障害者支援センター」の設置・運営に要する経費

障害者福祉サービス及び相談支援の質の向上、円滑な実施を図るため、
サービス提供者の育成・指導に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 視聴覚障害者福祉センター事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 928 ） （ 853 ） （ 853 ）

928 853 853

特別活動事業費 928 853

分　類 事　項　名 心身障害者扶養共済制度事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 123,904 ） （ 123,913 ） （ 123,913 ）

412,626 410,595 410,595

１．心身障害者扶養共済制度費 220,444 → 220,444

２．特別調整費 132,824 → 132,824

３．特別加算金 57,327 → 57,327

説　明

視覚障害者センター及び聴覚障害者センターの各種事業を実施するため
に要する経費

説　明

心身障害のある人の生活安定を図るため、県が実施する心身障害者扶養
共済制度の運営に要する経費

心身障害者扶養共済制度の保険料不足分の負担に要する経費

重度障害のある人に対して給付する特別加算金に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 在宅身体障害者福祉推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 10,782 ） （ 11,557 ） （ 11,557 ）

14,962 15,865 15,865

１．法施行事務費 588 → 588

２．特別児童扶養手当給付事務費 3,724 → 3,724

３．身体障害者巡回更生相談事業費 2,431 → 2,431

４．障害者虐待防止対策事業費 5,168 → 5,168

５．聴覚言語障害児巡回相談事業費 435 → 435

６．団体指導育成費等 1,428 → 1,428

７．岡山県難聴児補聴器交付事業費 2,091 → 2,091

身体障害者団体が実施する社会参加・社会活動の促進、各種大会、講習
会等の各種事業に対する経費補助等

障害者総合支援法による補聴器交付の対象とならない軽度・中等度の難
聴児の補聴器、補聴援助システムの購入に要する費用助成

説　明

身体障害者手帳の交付等に関する事務に要する経費

特別児童扶養手当の審査及び認定に関する事務に要する経費

障害の状況や遠隔地等の理由で来所困難な身体障害のある人に対して、
医師等の専門スタッフが巡回して各種判定や相談業務を行うための経費

近隣に聴覚検査機関が少ない地域の聴覚言語障害のある子どもに対し
て、医師等の専門スタッフが巡回して各種検査や相談業務を行うための経
費

障害者虐待の未然防止や適切な支援等を行うため設置する「岡山県権利
擁護センター」の運営等に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 知的障害者福祉対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 12,036 ） （ 11,461 ） （ 11,461 ）

12,263 11,665 11,665

１．障害児等療育支援事業費 10,721 → 10,721

療育支援施設事業：５箇所
療育拠点施設事業：１箇所

２．知的障害者団体助成費等 944 → 944

分　類 事　項　名 心身障害者医療費特別措置費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 511,267 ） （ 492,868 ） （ 492,868 ）

511,267 492,868 492,868

心身障害者医療費特別措置費 535,338 492,868

説　明

在宅の障害のある人（子ども）の地域における生活を支えるため、身近な地
域で在宅支援訪問療育指導、相談指導等が受けられる療育機能の充実を
図る経費

心身障害のある人（子ども）を療育している保護者からの療育相談等に応
じる相談コーナーを設置するとともに、知的障害者福祉の増進を図るた
め、知的障害者関係団体が実施する事業に対して助成を行うための経費

説　明

市町村が実施する心身障害者医療費公費負担制度の実施による医療費
公費負担額の助成に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 障害者総合支援推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 43,273 ） （ 48,614 ） （ 48,614 ）

56,039 68,090 68,090

１．障害者総合支援推進費等 4,346 → 4,346

２．発達障害者支援体制整備事業費 4,933 → 4,933

補助対象：４市町

３．発達障害者支援センター整備事業費 16,202 → 16,202

４．就学前後における関係機関 5,447 → 5,447
連携強化事業費等

５．重症心身障害児者と家族の 19,479 → 19,479
安心生活サポート事業費

６．発達障害者（児）支援医師研修事業費 1,586 → 1,586

７．発達障害者支援推進費 2,050 → 2,050

８．発達障害のある人の就労サポート事業費 812 → 812

９．工賃水準向上推進事業費 7,233 → 7,233

【重点事業】 １０．障害者差別解消・ 5,018 → 5,018
　　　　　　　　　　　共生社会実現プロジェクト事業費

１１．だれもが輝く岡山スマイルプロジェクト 984 → 984

障害者差別解消法の施行に伴い、障害者差別の解消に向けた環境整備
と啓発活動を推進する経費

発達障害の診療に携わる医師等に対して研修を行い、正確な診断や診療
を提供できる人材を育成するための経費

発達障害者支援体制検討委員会の開催や一定の要件を満たす人をペア
レントメンターとして養成し、登録及び活動を行うための経費

障害者総合支援法の円滑な施行を図るため、市町村や事業者に対する説
明会の開催、実施指導及び障害者介護給付費等不服審査会を開催する
ための経費

説　明

発達障害のある人（子ども）の乳幼児期から成人期までの一貫した支援体
制の整備を図る市町村に対する補助

「発達障害者地域支援マネジャー」配置により、市町村、事業所、医療機
関等との連携支援、相互調整、指導等を総合的に行うための経費

地域バランスのとれたレスパイトサービス環境の整備・充実を総合的に促
進し、重症心身障害児者が安心して生活できる社会の実現を図るための
経費

就学前後の関係機関の連携を強化し、支援体制の構築を図るとともに、専
門研修の修了者等を発達障害者支援キーパーソンとして登録し、多職種
連携を促進するための経費

地域における障害のある人の自立した生活の実現を推進するため、販売
力向上、意識向上及び技術向上の支援に要する経費

障害者計画の各分野施策と一体となった啓発活動について、学生等の若
年層を中心とした県民の参加意欲向上に要する経費

発達障害のある人を職場研修生として受け入れ、発達障害者支援セン
ターによるサポートにより、一般就労への移行に結びつけるための経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 障害者福祉施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

220,712 187,805 107,340

障害者福祉施設等整備費補助事業費 220,712 187,805

補助対象：３施設

分　類 事　項　名 福祉のまちづくり推進事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 956 ） （ 1,019 ） （ 1,019 ）

2,021 2,030 2,030

１．心・情報のバリアフリー推進費 678 → 678

２．県民総参加によるバリアフリー推進費 341 → 341

３．パーキングパーミット制度導入事業費 1,011 → 1,011

説　明

障害のある人の援護のため、社会福祉法人等が行う施設・設備整備事業
に対する補助

説　明

「福祉のまちづくり条例」を広く県民へ普及するとともに、心・情報の２つの
バリアフリー施策を総合的に実施するための経費

障害等の理由で移動に制約のある人の自由な外出を支援するため、ＮＰ
Ｏ等が行う福祉有償運送を県内に広げるための経費

身体障害者等用駐車場の適正利用を図るため、専用の利用証を交付し、
利用対象者を明確化し、利用対象外の者による駐車を防止する制度の導
入・普及に要する経費

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 障害者社会参加等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 18,601 ） （ 15,714 ） （ 15,714 ）

29,255 32,056 32,056

１．障害者スポーツ普及事業費 26,136 → 26,136

２．点字情報ネットワーク事業費 1,683 → 1,683

３．吉備高原保健福祉のむら推進費 4,237 → 4,237

分　類 事　項　名 岡山県愛とふれあいの基金積立金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

2,000 2,000 2,000

岡山県愛とふれあいの基金積立金 2,000 2,000

説　明

障害のある人のスポーツ文化の普及・向上と社会参加の推進を図るため、
全国障害者スポーツ大会及び地区予選会への選手団の派遣、専門的な
知識と技能を身につけた指導員の養成に要する経費

視覚障害者等に対して点字図書などのデータをはじめ、暮らしに密着した
地域、生活情報など様々な情報を提供するための経費

吉備高原車いすふれあいロードレース大会の開催に対する負担金等

説　明
岡山県愛とふれあいの基金への寄附金の積立て

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 生活福祉資金貸付費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 15,895 ） （ 15,895 ） （ 15,895 ）

75,625 31,790 31,790

生活福祉資金貸付費等 39,060 → 31,790

（参考）住宅支援給付事業 36,565 → 0

住宅手当：月額３万円（最大９か月）

分　類 事　項　名 生活保護等対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 3,696 ） （ 7,868 ） （ 7,868 ）

12,459 16,524 16,524

１．生活保護法施行費 16,113 → 16,113

２．低所得者対策費 411 → 411

説　明

低所得者、高齢者、障害のある人の経済的自立と生活意欲の助長と安定
した生活を確保するため、岡山県社会福祉協議会が行う生活福祉資金の
貸付け等に要する経費

住宅を喪失若しくは喪失するおそれのある離職者に対して住宅手当を給
付するための費用

説　明

生活保護法の適正な実施を図るために要する経費

じん肺入院患者を激励するために見舞金を支給する費用及び県内に居住
する高齢者、重度身体障害者及び母子家庭を慰謝・激励するために福祉
年金を支給する費用

   （　　　　）は一般財源
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平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 老人福祉施設整備費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

0 314,338 314,338

0 314,338
老人福祉施設整備費

老人福祉施設を整備するために要する経費補助
補助対象：２施設

分　類 事　項　名 軽費老人ホーム運営費補助金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 595,831 ） （ 580,476 ） （ 580,476 ）

595,831 580,476 580,476

軽費老人ホーム運営費補助金 592,807 580,476

補助対象：35施設

分　類 事　項　名 地域包括ケア体制推進総合事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

70,386 96,140 96,140

【重点事業】 １．地域包括ケア体制推進事業費 38,632 → 38,632

【重点事業】 ２．地域包括ケア体制づくり市町村支援事業費 56,125 → 56,125

３．岡山県地域介護活動支援等基金積立金 1,383 → 1,383

説　明

説　明 低所得老人の軽費老人ホーム利用を容易にするため、軽費老人ホームの
運営費補助に要する経費

説　明

地域の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築に必要な事業に取り組む市
町村に対する費用助成に要する経費

岡山県地域介護活動支援等基金への運用利息の積立て

地域包括ケア推進センター（仮称）を設置し、関係団体等との連携強化、県民
への普及啓発を行い、在宅医療・介護連携の推進や介護予防・日常生活支
援総合事業の充実等に取り組む市町村を支援するために要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　72　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 介護保険施行事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 7,797 ） （ 7,390 ） （ 7,390 ）

32,368 24,592 24,592

１．介護支援専門員試験及び登録管理費 14,545 → 14,545

受験者見込：3,579人

２．認定調査員等研修事業費 2,563 → 2,563

３．介護保険審査会運営費 1,012 → 1,012

４．介護サービス評価事業費 1,898 → 1,898

５．苦情処理体制整備関係補助金 4,049 → 4,049

６．介護給付適正化計画推進事業費 525 → 525

（参考）介護支援専門員養成事業 1,127 → 0

（参考）介護支援専門員資質向上対策事業 2,136 → 0

説　明

介護支援専門員を養成するための試験、実務研修終了者の申請に基づく介
護支援専門員の登録及び介護支援専門員証の交付等に要する経費

要介護認定事務の公平・公正かつ円滑な実施を図るため、認定調査員、介護
認定審査会委員及び主治医に対して研修を行う経費

保険者が行った行政処分に対する不服申立の審理・裁決を行う審査会の運営
に要する経費

利用者の自由な選択への支援と事業者のサービスの質の向上を図るため、介
護保険法に基づき、介護サービス情報の公表、介護サービスの評価を行う経
費

居宅サービス事業者や介護保険施設が提供するサービスに係る利用者から
の苦情の受付、処理を行う苦情処理体制の整備に要する経費

介護給付適正化関連事業の一層の推進を図るために行う、保険者、国保連等
と連携した保険者等の支援に要する経費

介護支援専門員実務研修受講試験に合格した者及び介護支援専門員の実
務経験の無い有資格者に対する厚生労働省令で定める研修の実施に要する
経費

介護支援専門員が公平な立場で利用者本位の質の高いケアマネジメントを実
践できるよう、実務経験に応じた専門研修を行う経費

   （　　　　）は一般財源
－　73　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 介護保険特別対策事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 1,987 ） （ 1,836 ） （ 1,836 ）

5,952 5,500 5,500

介護保険特別対策事業費 5,952 5,500

分　類 事　項　名 老人福祉対策費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 18,566 ） （ 17,523 ） （ 17,523 ）

18,566 17,523 17,523

１．県直営敬老事業費 2,346 → 2,346

２．老人クラブ活動助成事業費 500 → 500

３．長寿社会推進センター事業費 7,302 → 7,302

４．全国健康福祉祭参加事業費 7,375 → 7,375

説　明
低所得の障害のある人のホームヘルプサービスに係る利用者負担の軽減
を図るとともに、介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人が利用者負
担の減免を行った場合に、その費用の一部について助成する経費等

説　明

長寿を祝い、高齢者を激励するため、百歳高齢者への知事メッセージ及
び記念品の送付等の敬老事業の実施に要する経費

老人クラブの活性化等を図るため、県老人クラブ連合会が実施する県老連
だよりの発行等の啓発事業に対する経費助成

高齢者の生きがい、健康づくり、社会参加を促進する各種事業を行う長寿
社会推進センターに対する運営費補助

全国健康福祉祭（ねんりんピック）参加に要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　74　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 老人福祉事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 62,955 ） （ 62,090 ） （ 62,090 ）

112,409 111,678 111,678

１．老人クラブ活動等社会活動促進事業費 71,808 → 71,808

補助対象：

２．老人クラブ活動推進員設置事業費 5,997 → 5,997

３．高齢者相互支援推進・啓発事業費 1,104 → 1,104

４．岡山県高齢者在宅生活支援事業費 32,500 → 32,500

５．法的相談窓口設置事業費 269 → 269

分　類 事　項　名 国民健康保険広域化等支援事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

5,622 5,585 5,585

１．国民健康保険広域化等支援基金積立金 385 → 385

２．広域化等支援事業費 5,200 → 5,200

老人クラブの育成指導を図るため、岡山県老人クラブ連合会に老人クラブ
活動推進員を設置するための経費補助

説　明

老人クラブ、県・市町村老人クラブ連合会が行う社会奉仕活動、老人教養
講座、健康増進事業に必要な経費補助

1,736老人クラブ、25市町村老人クラブ連合会、
１県老人クラブ連合会

老人クラブの育成指導を図るため、岡山県老人クラブ連合会に老人クラブ
活動推進員を設置するための経費補助

説　明

岡山県国民健康保険広域化等支援基金への運用利息の積立て

岡山県国民健康保険広域化等支援連携会議での協議を経て、新たに実
施される市町村共同事業に対する交付金等に要する経費

高齢者の居宅における日常生活を容易にし、介護者の負担を軽減するた
め、高齢者住宅改造助成事業を行う市町村に対する補助

高齢者の虐待防止や権利擁護を推進するための法的相談窓口の設置・
運営に要する経費

元気高齢者が要援護高齢者を支える社会システムを構築するため、活動
リーダーの養成、実践活動等を行うための経費補助

   （　　　　）は一般財源
－　75　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 医療保険事業推進費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 5,229 ） （ 1,617 ） （ 1,617 ）

5,229 1,617 1,617

医療費適正化推進事業費 1,615 → 1,617

（参考）医療保険指導監査費 3,614 → 0

分　類 事　項　名 介護職員処遇改善・介護基盤整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

361,442 0 0

事業終了

分　類 事　項　名 社会福祉施設等耐震化等整備事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

300 0 0

事業終了

分　類 事　項　名 療養病床転換助成事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 556 ） （ 0 ） （ 0 ）

3,000 0 0

事業休止

分　類 事　項　名 国民健康保険事業費

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
一　般 （ 345 ） （ 0 ） （ 0 ）

345 0 0

「国民健康保険運営指導費（運営費）」へ統合
794 0

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
事業費計 （ 8,548,535 ） （ 9,383,666 ） （ 9,039,082 ）

18,736,087 20,123,364 19,694,606
一般会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

（ 103,656,175 ） （ 107,383,388 ） （ 107,038,804 ）
計 120,164,492 125,569,426 125,140,668

説　明 岡山県後期高齢者医療広域連合が行うレセプト点検を充実させるため、広
域連合が行うレセプト点検に対する経費補助

管内保険者、保険医療機関を対象とした指導監査や実務研修に要する経

説　明

説　明

説　明

説　明

   （　　　　）は一般財源
－　76　－



平成２８年度 　当 初 予 算 額 事 項 別 一 覧
（単位：千円）

要求時点では、２５年度の条例定数で人員を見込んでおりましたが、このたび、条例定数見込みが示さ

分　類 事　項　名 母子父子寡婦福祉資金貸付金

前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
特 （ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

114,185 87,632 87,632

母子父子寡婦福祉資金貸付金 114,185 87,632

修学資金 私立大学（自宅外通学のとき）の場合 月額 64,000円
就学支度資金 〃 　 590,000円
技能修得資金 ５年以内 月額 68,000円

特別会計 前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額
（ 0 ） （ 0 ） （ 0 ）

計 114,185 87,632 87,632
前年度予算額 本年度要求額 本年度予算額

合　計 （ 103,656,175 ） （ 107,383,388 ） （ 107,038,804 ）
120,278,677 125,657,058 125,228,300

説　明

母子家庭及び父子家庭並びに寡婦の福祉を増進するための福祉資金の
貸付けに要する経費

   （　　　　）は一般財源
－　77　－


